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県庁本館耐震化等・敷地土砂災害対策検討委員会において対策工法を決定した本庁舎敷地の土砂災害対策について、令

和８年11月から詳細設計等を実施する。

KGI

現状値

目標値

0件（R7年度）

0件（R8年度）県の管理する公共施設等の管理不備・老朽化に起因する重大事故発生件数

26  公共施設の適正なマネジメント
施策

KGI
現状値

目標値

0件（R7年度）

0件（R8年度）県の管理する公共施設等の管理不備・老朽化に起因する事故発生件数

26-1 県有財産の適正な管理
細施策

指
標

お問い合わせ先
総務部総務管理局
財産活用推進課

（089-912-2991）

１ 県庁本庁舎敷地土砂災害対策事業費
令和８年度９月補正予算（案）

予算額 22,494千円

KPI
現状値
目標値

詳細設計・工事進捗率
100％ （R8～10年度累計）

ー

○現状・課題
令和３年６月 本庁舎敷地が土砂災害特別警戒区域等に指定

令和６年７月 松山市緑町で土砂災害が発生

令和７年９月 応急対策完了（斜面にシート敷設、土嚢設置、排水路土砂撤去）

令和８年３月 対策工法の検討に必要な地質調査完了

○目  的

 防災拠点の中核である本庁舎を土砂災害から防ぎ、業務継続性を確保

○対応策

 本館耐震化等・敷地土砂災害対策検討委員会（オブザーバー:愛媛大学工学部教授等）

において決定（R8.7.13）した対策工法に基づき、本庁舎敷地の土砂災害対策を実施

本庁舎敷地の土砂災害対策に必要な詳細設計等を令和８年11月から実施

詳細設計等業務委託費 74,980千円（R8:22,494千円・R9:52,486千円）

（１）測量業務      5,162千円

  斜面の断面、用地の測量等に要する経費

（２）地質調査業務           25,806千円

    ボーリング調査等に要する経費

（３）解析調査業務               5,284千円

地質調査結果の解析等に要する経費

（４）詳細設計業務   38,728千円

各区域の詳細設計等に要する経費

令和７年度（2025） 令和8年度（2026） 令和9年度（2027） 令和10年度（2028）

4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3

＜全体スケジュール＞

地質調査(5ヶ月)
詳細設計(約6ヶ月) 対策工事(工期は詳細設計で検討)

検討委員会

（地質調査決定）

検討委員会

（対策工法決定）

〔債務負担行為限度額：52,486千円〕 令和９年度分に対する債務負担行為を設定する。

区域 A 議事堂北 B 機械棟北 C 機械棟・第二別館間 D 第二別館北 E 検察庁境界

対策
工法

法枠
 落石防護柵

（経過観察）
法枠
 落石防護柵

アンカー補強
 落石防護柵

法枠
 落石防護柵
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